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テーマ１

国民の「健康寿命」の延伸

テーマ２

クリーン・経済的なエネルギー需給の実現

テーマ３

安全・便利で経済的な次世代インフラの構築

テーマ４

世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会の実現

※ 健康長寿・エネルギー・次世代インフラ・地域資源の４分野について、
2030 年時点の達成すべき社会像、指標、ライフスタイルを設定。
2020 年頃（中間段階）の社会像、2030 年までの戦略分野ごとの施策
展開の長期工程表を整理。
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テーマ１
国民の「健康寿命」の延伸



□健康寿命延伸産業の育成に向けた法的枠組を構築
□「次世代ヘルスケア産業協議会（仮称）」を設置

□新たに事業を行う企業に対する相談体制の構築
□グレーゾーンを解消
民間サービスの品質確保のためルール策定

□予防・健康管理の推進に関する新たな仕組みづくりとして、
①全ての健保組合による「データヘルス計画(仮称)」の作成・実施等 （需要増）
②好事例の普及 □後期高齢者支援金の加算・減算制度の改善を検討
③特定保健指導の効果を分析 □ 一定期間ごとに効果検証と周知を繰り返す改善サイクルを実施し、保険者等の取組促進

□「スマート・ライフ・プロジェクト」、市民・社員の健康づくりに関するモデル的取組の横展開 □参加企業の拡大
□がん予防の実現に向けた基礎研究・疫学研究

効果的な予防サービスや健康管理の充実により、健やかに生活し、老いることができる社会

現在 2020年 2030年2017年

＜主な課題＞

効果的な予防サービスや健康管理の充実により、
健やかに生活し、老いることができる社会
効果的な予防サービスや健康管理の充実により、
健やかに生活し、老いることができる社会

 個人、企業、自治体等の健康増進・予防に取り組むメリットの明
確化・意識喚起

 医療機関と企業の連携等による保険外サービスの充実

○健康寿命延伸産業の育成
に向けた枠組み整備等に
より、健康寿命の延伸、
メタボ人口減、健診受診
率の向上

○健康寿命延伸産業の育成
に向けた枠組み整備等に
より、健康寿命の延伸、
メタボ人口減、健診受診
率の向上

○ICTの活用による医療の質
の向上等

○ICTの活用による医療の質
の向上等

＜医療・介護情報の電子化の促進＞

□レセプトデータ分析に基づく加入者の健康づくりの取組の促進
□国の指針の改定（今年度） □全ての健保組合による「データヘルス計画（仮称）」の作成・実施等
□レセプトデータ分析による保険者の先駆的な取組を全国展開

□国が保有するレセプト等データの提供円滑化、申出者の範囲について検討・周知徹底
□副作用データベースの利活用推進

□本格運用のための指針の検討 □本格運用（２０１６年度～）

□ヘルスケアポイントを活用した大規模社会実証 □ICT健康モデル（予防）の確立
□エビデンスに基づく健康づくりモデルの確立、ICTシステム仕様の確立

□医療情報連携ネットワークの全国展開 □医療情報の利活用と保護を図る措置

□民間主体の自律的普及

□医療情報の番号制度導入

＜法制・ルール等環境整備による健康寿命延伸産業育成＞

□健康や疾病の予防に与える影響についての疫学研究、公衆衛生学的研究、政策研究の実施

□幅広い主体による国保
有データの利活用

□一般用医薬品のネット販売体制構築

□健康寿命延伸産業の育成

□機能性表示の拡大検討 □結果を踏まえた機能性表示の拡大

□適正な運動量や健康な食事基準の策定



＜最先端の医薬品、医療機器、再生医療製品＞

＜主な課題＞

医療関連産業の活性化により、必要な世界最先端
の医療等が受けられる社会
医療関連産業の活性化により、必要な世界最先端
の医療等が受けられる社会
 政府部門における研究開発の司令塔機能の機能発揮
 民間部門における国際競争力、研究開発力の抜本的な向上
 次世代の技術に適応した安全確保の制度・ルール構築、人材育成

の適切な適用等

医療関連産業の活性化により、必要な世界最先端の医療等が受けられる社会

現在

□先進医療の大幅拡大

□再生医療、医療機器の特性を踏まえた薬事法改正
・再生医療等安全性確保法制定

□再生医療の現場の実態に即した
合理的な安全性基準等の整備

□改正法・新法施行
□ＰＭＤＡにおける薬事戦略相談や審査・安全対策体制の充実、

ＰＭＤＡ－ＷＥＳＴの実現
□PMDAと大学等の人材交流促進
□「先端医療開発特区」の成果を踏まえた新たな制度（ポスト「スーパー特区(仮称)」の構築
□早期・探索的臨床試験拠点の整備、臨床研究中核病院の整備
□創薬支援ネットワークの構築
□医療機器・再生医療製品について長期的に安全性を確認するための市販後情報収集体制

の構築
□医療機器の実用化支援を行うクラスターの構築
□再生医療実現化ハイウェイ構想の推進、 iPS細胞等再生医療の研究推進
□難病患者等の全国規模のデータベース構築、全国の認知症研究機関等のネットワーク化
□スーパーコンピュータを活用した創薬プロセスの高度化

□医療分野の研究開発司令塔機能（日本版NIH）の創設（①～③を有機的・一体的につなげる司令塔機能の発揮）
①内閣に司令塔本部設置
②一元的な研究管理の実務を担う中核組織を創設
③研究を臨床に繋げるために国際水準の質の高い臨床研究・治験が確実に実施される仕組みを構築

□「日本版NIH」創設

＜医療の国際展開＞
□一元的推進組織（メディカル・エクセレンス・ジャパン）による、医療技術・サービスのビジネスベースの国際展開の推進等

□新興国を中心に日本の医療拠点を、２０２０年までに１0ヶ所程度創設
□２０３０年までに５0ヶ所程度創設

○医薬品と医療機器の貿易
収支の改善

○再生医療分野においては、
2030年までに、臨床究・
治験に移行する再生医療
製品の件数と、新たな再
生医療製品の数を世界
トップレベルとする

○医薬品と医療機器の貿易
収支の改善

○再生医療分野においては、
2030年までに、臨床究・
治験に移行する再生医療
製品の件数と、新たな再
生医療製品の数を世界
トップレベルとする

○日本の医療技術・サービ
スが獲得する海外市場規
模５兆円

○日本の医療技術・サービ
スが獲得する海外市場規
模５兆円

□「日本版NIH」の 機
能発揮による、研究開
発推進、臨床研究・治
験の実施

□ＰＭＤＡの体制強化
を図ることによる
審査迅速化により、
医薬品・医療機器
の審査ラグ「0」
達成（2020年）

□官民連携のもとでの開発途上国向けの医薬品研究開発と供給支援の促進

□市販後の製品の品質確
保や安全対策に留意し
た上で、更なる審査迅
速化により、革新的医
療機器・再生医療の実
用化を促進

□事前相談体制による、事業
化の促進

□革新的医薬品の開発

□新たな医療機器審査・安全
対策体制の構築

□ガイドライン策定

□革新的医薬品の上市

□革新的医療機器の開発

□革新的医療機器の上市

□再生医療製品等の実用化推進

□医薬品、医療機器やそれらを組み合わせた新規医療材料のイノベーション評価方法の改善

2017年 2020年 2030年



病気やけがをしても、良質な医療・介護へのアクセスにより、早く社会に復帰できる社会

現在

□高齢者用住宅・移動手段整
備を含むまちづくりの整備

□中古住宅流通・・・・

＜主な課題＞

病気やけがをしても、良質な医療・介護への
アクセスにより、早く社会に復帰できる社会
病気やけがをしても、良質な医療・介護への
アクセスにより、早く社会に復帰できる社会
 ICT技術、デジタル技術の適用、医療機関と企業の連携等による保

険外サービスの充実
 安価で使いやすい介護機器の普及
 安心して暮らせる住宅・まちづくり

2017年

＜高齢者向け住宅・街づくりの推進＞

□高齢者用住宅・移動手段整
備を含むまちづくりの整備

□中古住宅流通・・・・

「スマートウェルネス住宅・シティ」の実現
□サービス付き高齢者向け住宅等の整備、生活拠点集約化
□ICTを活用した高齢者等の見守り、生活支援の充実
□住宅・医療・福祉等の街なか誘導
□先導的プロジェクト実施に向けた地区・手法等の検討・実施
□不動産の流通促進、有効活用
□関係者による役割分担と合意の下での公共交通の充実
□超小型モビリティ等の活用による交通・移動システムの普及

□中古住宅流通・リフォーム市場の規模を倍増
２０兆円（２０２０年）１０兆円（２０１０年）

□高齢者人口に対する高齢者向け住宅の割合
3～５％（２０２０年）

□生活支援施設を併設している公的賃貸住宅団地（100戸
以上）の割合

25％（2020年）16％（２００９年）

□社会福祉法人財務諸表の公表推進による透明性向上、経営を高度化するための仕組みの構築、介護・医療関連情報の「見える化」
□介護サービスの安定的供給

□高齢者自身や民間企業等による多様な生活支援サービスの充実

□多様な事業主体による生活支援サービスの提供体制の構築
□都市部でのサービスの提供確保方策、地方での高齢者受入れ時の対応策について検討会で検討

□必要なサービス確保等の推進

○ロボット介護機器の国内
市場規模約2,600億円
（２０３０年）

○ロボット介護機器の国内
市場規模約2,600億円
（２０３０年）

○多様な医療・介護・生活
支援サービスの確保

○多様な医療・介護・生活
支援サービスの確保

○次世代の住宅・まちづく
り産業の創出・発展

○中古住宅流通・リフォー
ム市場の規模の継続的拡
大

○次世代の住宅・まちづく
り産業の創出・発展

○中古住宅流通・リフォー
ム市場の規模の継続的拡
大□UR賃貸住宅におけるバリアフリー対応住宅

約40万戸（２０１８年度末）

＜介護・生活支援サービス提供（体制の強化）＞

＜介護ロボットの開発＞
□「ロボット介護機器による自立促進・介護負担軽減５カ年計画」の推進

□コンテストを実施 □優秀なロボット介護機器に対して導入支援を実施

□生活支援ロボット（ロボット介護機器等）の
安全に関する基準を策定

□国際標準に準拠した国内認証開始

□ロボット研究に関する政府間約束の締結 □順次締結

□障害者の自立や生活を支援するロボット技術を利用した機器の開発促進
□ロボット介護機器の海外展開

□高齢者の自立支援
□介護者の負担軽減

□ロボット介護機器の普及

□ロボットの国際共同研究の実施

□介護の高度化・効率化

□生活支援サービスの提供体制強化

０．９％（２００５年）

約３４万戸（２０１2年度末）

2017年 2020年 2030年


